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1 地方自治法第 138条の 2において、執行機関は、条例、予算その他の議会の議決に基づく事務及び法令、規則
その他の規程に基づく事務を、自らの判断と責任において、誠実に管理し及び執行する義務を負うと規定されて
いる。 
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年間でわずかに 100件である。１市あたりの平均は 1.6件に過ぎない。 
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（議会） （執行機関） （議会） 
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 11 
一つの有効な手段となりうると考える。議会を中心とした政策形成サイクルが有効に機能すれば、
政治機関としての議会が執行機関を統制し、ひいては PPP における「官」＝執行機関の決定権
問題を回避することにつながっていくと考えられる。 
議会を中心とした政策形成サイクルを機能させるためには、「民」の果たす役割も欠かせない。
「民」の政策提案は、議会に不足する情報や政策スタッフを補うことになるからである。 
これまで「官」を中心に述べてきたが、「民」とは何かを示していない。政策を提案する「民」
は、民間事業者や NPOなどのほか、当然に市民も含まれる。一般的に執行機関への市民参加は
行われているが、政策を決定する議会への市民参加は進んでいない。議会を中心とした政策形成
サイクルによって、市民が本来の意味での政策の決定過程に参加し、決定された政策を執行機関
もしくは「民」に実行させ、それを主権者として監視、評価する。そして、議会に対し、次なる
政策提案を行う。これは責任ある市民参加の姿でもある。 
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